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別紙１                                   

令和５年６月１日に在職する職員に支給する 

期末手当及び勤勉手当の支給基準 

 芦屋市一般職の職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）又は芦屋市技能職

員の給与の種類及び基準に関する条例の適用を受ける職員について、給与条例第２２条及

び第２２条の４、芦屋市一般職の職員の給与に関する条例施行規則第２０条並びに芦屋市

技能職員の給与に関する規則第１１条の規定に基づき、次のとおり期末手当及び勤勉手当

を支給する。 

 ただし、暫定再任用職員等については、別に定める「令和５年６月１日に在職する暫定

再任用職員等に支給する期末手当及び勤勉手当の支給基準」によるものとする。 

１ 支給対象者 

 期末手当及び勤勉手当の支給を受ける職員は、令和５年６月１日（以下「基準日」と

いう。）に在職する支給制限を受けていない職員（基準日前１月以内に退職し、若しく

は失職し、又は死亡した職員を含む。）とする。ただし、次の各号に掲げる職員を除く。 

(1) 無給休職者 

(2) 停職者 

(3) 育児休業職員のうち、芦屋市職員の育児休業等に関する条例（以下「育児休業条例」

という。）第５条の２に規定する職員以外の職員 

(4) 配偶者同行休業をしている職員 

２ 支給額

 期末手当及び勤勉手当の支給額は、次の各号に掲げる算式により算出した額に、第４

項及び第５項に規定する支給割合を乗じて得た額とする。 

(1) 期末手当 

  支給額＝支給基礎額×１．２０ 

(2) 勤勉手当 

  支給額＝支給基礎額×１．００ 

   （ただし、人事評価制度の実施に伴う評価結果に応じて補正する。） 

３ 支給基礎額

  期末手当及び勤勉手当の計算の基礎となる支給基礎額は、基準日（退職し、若しくは

失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）
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において職員が受けるべき給料月額（教職調整額を含む。）、扶養手当及び地域手当を基

準として、次の各号に掲げる算式により算出した額とする。 

(1) 行政職給料表適用者 

 ア 職務の級が特３級の職員 

   （給料月額＋扶養手当＋地域手当①） 

    ＋（給料月額＋地域手当②）×０．１ 

 イ 職務の級が３級の職員 

   （給料月額＋扶養手当＋地域手当①） 

    ＋（給料月額＋地域手当②）×０．０５ 

 ウ 職務の級が２級の職員及び１級の職員 

   給料月額＋扶養手当＋地域手当① 

(2) 教育職給料表（一）適用者 

 ア 職務の級が３級又は２級の職員のうち係長及び主査の職にある職員 

   （給料月額＋扶養手当＋地域手当①） 

    ＋（給料月額＋地域手当②）×０．０５ 

 イ 職務の級が２級の職員のうち係長及び主査の職にある職員以外の職員及び１級

の職員 

   給料月額＋扶養手当＋地域手当① 

(3) 教育職給料表（二）適用者 

 ア 職務の級が２級の職員のうち係長及び主査の職にある職員 

   （給料月額＋扶養手当＋地域手当①） 

    ＋（給料月額＋地域手当②）×０．０５ 

 イ 職務の級が２級の職員のうち係長及び主査の職にある職員以外の職員及び１級

の職員 

   給料月額＋扶養手当＋地域手当① 

(4) 技能職給料表適用者 

 ア 職務の級が４級の職員 

   （給料月額＋扶養手当＋地域手当①） 

    ＋（給料月額＋地域手当②）×０．１ 

 イ 職務の級が３級の職員 

   （給料月額＋扶養手当＋地域手当①） 

    ＋（給料月額＋地域手当②）×０．０５ 

 ウ 職務の級が２級の職員及び１級の職員 

    給料月額＋扶養手当＋地域手当① 

(5) 前各号に規定するもののうち、給料月額、扶養手当及び地域手当の額は、次のとお

りとする。 
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 ア 給料月額 

   基準日（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若し

くは失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料月額（教職調整

額を含む。）が、平成１９年３月３１日に受けていた給料月額に達しないこととなる

職員については、給料月額のほか、その額との差額に相当する額とする。ただし、

芦屋市立認定こども園に係る給料月額の特例職員については、給料月額のほか、現

給保障額との差額に相当する額とし、第４号に規定するもののうち、平成１９年３

月３１日に受けていた給料月額と平成２６年３月３１日に受けていた給料月額のう

ち、いずれか多い額に達しないこととなる職員については、給料月額のほか、その

額との差額に相当する額とする。 

イ 扶養手当 

    子については１０，０００円、その他の扶養親族はそれぞれ６，５００円とする。

（特定期間内にある子がいる場合については、当該子１人につき５，０００円を加

算する。） 

ウ 地域手当① 

   （給料月額＋扶養手当）×０．１５ 

 エ 地域手当② 

   給料月額×０．１５ 

４ 期末手当の支給割合 

(1) 期末手当の支給割合は、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間に応

じて、次に掲げる割合とする。 

 ア 在職期間が６月の場合          １００％ 

 イ   〃  ５月以上６月未満の場合     ９０％ 

 ウ   〃  ４月以上５月未満の場合     ８０％ 

 エ   〃  ３月以上４月未満の場合     ６５％ 

 オ   〃  ２月以上３月未満の場合     ５０％ 

 カ   〃  １月以上２月未満の場合     ３５％ 

 キ   〃  １月未満の場合         ３０％ 

  ク   〃    ない場合           ０ 

(2) 前号に規定する「在職期間」とは、給与条例の適用により給与の支給を受ける職員

として在職した期間とする。 

(3) 前号の在職期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。 

ア 育児休業をしている職員（次に掲げる育児休業を除く。）として在職した期間に

ついては、その２分の１の期間 

 ① 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３

条の２に規定する期間内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期
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間（期間が２以上あるときはそれぞれの期間を合算した期間）が１か月以下であ

る育児休業 

 ② 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３

条の２に規定する期間内にある育児休業以外の育児休業であって、当該育児休業

の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算した期

間）が１か月以下である育児休業 

イ 育児短時間勤務をしている職員として在職した期間については、短縮された勤務

時間の短縮分に相当する期間の２分の１の期間 

ウ 配偶者同行休業をしている職員として在職した期間については、その２分の１の

期間 

５ 勤勉手当の支給割合 

(1) 勤勉手当の支給割合は、基準日以前６月以内の期間においてその者が勤務した期間

に応じて、次に掲げる割合とする。 

 ア 勤務した期間が６月の場合          １００％ 

 イ   〃    ５月以上６月未満の場合     ９０％ 

 ウ   〃    ４月以上５月未満の場合     ８０％ 

 エ   〃    ３月以上４月未満の場合     ７０％ 

 オ   〃    ２月以上３月未満の場合     ６０％ 

 カ   〃    １月以上２月未満の場合     ４５％ 

 キ   〃    15日以上１月未満の場合     ３０％ 

 ク   〃    15日未満の場合         １０％ 

 ケ   〃    ない場合             ０ 

(2) 前号に規定する「勤務した期間」とは、給与条例の適用により給与の支給を受ける

職員として在職した期間とする。 

(3) 前号の勤務した期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。 

ア 休職の期間（公務上又は通勤上の負傷、疾病による休職の期間を除く。） 

イ 私傷病療養休暇により勤務しなかった期間から勤務を要しない日及び休日を除

いた日が３０日を超える場合には、その勤務しなかった全期間 

ウ 育児休業をしている職員（次に掲げる育児休業を除く。）として在職した期間 

 ① 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３

条の２に規定する期間内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期

間（期間が２以上あるときはそれぞれの期間を合算した期間）が１か月以下であ

る育児休業 

 ② 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３

条の２に規定する期間内にある育児休業以外の育児休業であって、当該育児休業

の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算した期
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間）が１か月以下である育児休業 

エ 育児短時間勤務をしている職員として在職した期間については、短縮された勤務

時間の短縮分に相当する期間 

オ 部分休業の承認を受けて勤務しなかった期間が３０日を超える場合には、その勤

務しなかった全期間（期間の計算については、部分休業を取得した合計時間数を１

日の勤務時間で除して得た数を日数とする。） 

カ 介護休暇により勤務しなかった期間から勤務を要しない日及び休日を除いた日

が３０日を超える場合には、その勤務しなかった全期間 

キ 介護時間の承認を受けて勤務しなかった期間が３０日を超える場合には、その勤

務しなかった全期間（期間の計算については、介護時間を取得した合計時間数を１

日の勤務時間で除して得た数を日数とする。） 

ク 配偶者同行休業をしている職員として在職した期間については、その全期間 

(4) 基準日以前６月以内の期間において給与条例第１５条の規定により給与を減額さ

れた職員（欠勤者）の勤勉手当は、前３号の規定を適用して得た額から、その額に給

与を減額された日１日につき１８０分の１を乗じて得た額を減額した額とする。 

６ 支給日

  期末手当及び勤勉手当の支給日は、令和５年６月３０日（金）とする。 

以 上 
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別紙２                                    

令和５年６月１日に在職する暫定再任用職員等に 

支給する期末手当及び勤勉手当の支給基準

 芦屋市職員の定年等に関する条例附則第４条及び６条の規定により採用された職員（以

下「暫定再任用職員等」という。）について、給与条例第２２条及び第２２条の４、芦屋市

一般職の職員の給与に関する条例施行規則第２０条並びに芦屋市技能職員の給与に関する

規則第１１条の規定に基づき、次のとおり期末手当及び勤勉手当を支給する。 

１ 支給対象者 

  期末手当及び勤勉手当の支給を受ける暫定再任用職員等は、令和５年６月１日（以下

「基準日」という。）に在職する支給制限を受けていない職員（基準日前１月以内に退職

し、若しくは失職し、又は死亡した職員を含む。）とする。ただし、次の各号に掲げる職

員を除く。 

(1) 無給休職者 

(2) 停職者 

２ 支給額

  期末手当及び勤勉手当の支給額は、次の各号に掲げる算式により算出した額に、第４

項及び第５項に規定する支給割合を乗じて得た額とする。 

(1) 期末手当 

   支給額＝支給基礎額×０．６７５ 

 (2) 勤勉手当               

   支給額＝支給基礎額×０．４７５ 

   （ただし、人事評価制度の実施に伴う評価結果に応じて補正する。） 

３ 支給基礎額

  期末手当及び勤勉手当の計算の基礎となる支給基礎額は、基準日（退職し、若しくは

失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）

において職員が受けるべき給料月額（教職調整額を含む。）及び地域手当を基準として、

次に掲げる算式により算出した額とする。 

 (1) 暫定再任用職員等 

 ア 職務の級が３級の職員 

   （給料月額＋地域手当）＋（給料月額＋地域手当）×０．０５ 

 イ 職務の級が２級の職員 

    給料月額＋地域手当 

(2) 給料月額及び地域手当の額は、次のとおりとする。 
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  ア 給料月額 

    基準日（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若し

くは失職し、又は死亡した日現在）の給料月額。 

  イ 地域手当 

    給料月額×０．１５ 

４ 期末手当の支給割合 

 (1) 期末手当の支給割合は、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間  

に応じて、次に掲げる割合とする。 

  ア 在職期間が６月の場合            １００％ 

  イ   〃  ５月以上６月未満の場合       ９０％ 

  ウ   〃  ４月以上５月未満の場合       ８０％ 

  エ   〃  ３月以上４月未満の場合       ６５％ 

  オ   〃  ２月以上３月未満の場合       ５０％ 

  カ   〃  １月以上２月未満の場合       ３５％ 

  キ   〃  １月未満の場合           ３０％ 

  ク   〃    ない場合             ０ 

(2) 前号に規定する「在職期間」とは、給与条例の適用により給与の支給を受ける職員

として在職した期間とし、定年退職前の「在職期間」は、通算する。 

(3) 前号の在職期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。 

ア 育児休業をしている職員（次に掲げる育児休業を除く。）として在職した期間に

ついては、その２分の１の期間 

 ① 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３

条の２に規定する期間内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期

間（期間が２以上あるときはそれぞれの期間を合算した期間）が１か月以下であ

る育児休業 

 ② 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３

条の２に規定する期間内にある育児休業以外の育児休業であって、当該育児休業

の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算した期

間）が１か月以下である育児休業 

イ 育児短時間勤務をしている職員として在職した期間については、短縮された勤務

時間の短縮分に相当する期間の２分の１の期間 

ウ 配偶者同行休業をしている職員として在職した期間については、その２分の１の

期間 

５ 勤勉手当の支給割合 

(1) 勤勉手当の支給割合は、基準日以前６月以内の期間においてその者が勤務した期間

に応じて、次に掲げる割合とする。 

  ア 勤務した期間が６月の場合          １００％ 

  イ   〃    ５月以上６月未満の場合     ９０％ 
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  ウ   〃    ４月以上５月未満の場合     ８０％ 

  エ   〃    ３月以上４月未満の場合     ７０％ 

  オ   〃    ２月以上３月未満の場合     ６０％ 

  カ   〃    １月以上２月未満の場合     ４５％ 

  キ   〃    15日以上１月未満の場合     ３０％ 

  ク   〃    15日未満の場合             １０％ 

  ケ   〃    ない場合             ０ 

 (2) 前号に規定する「勤務した期間」とは、給与条例の適用により給与の支給を受ける

職員として在職した期間とし、定年退職前の「勤務した期間」は、通算する。 

(3) 前号の在職期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。 

  ア 休職の期間（公務上又は通勤上の負傷、疾病による休職の期間を除く。） 

  イ 私傷病療養休暇により勤務しなかった期間から勤務を要しない日及び休日を除い

た日が３０日に１週間当たりの勤務時間を３８．７５で除した割合を乗じて得た日

数を超える場合には、その勤務しなかった全期間 

ウ 育児休業をしている職員（次に掲げる育児休業を除く。）として在職した期間 

 ① 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３

条の２に規定する期間内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期

間（期間が２以上あるときはそれぞれの期間を合算した期間）が１か月以下であ

る育児休業 

 ② 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第３条

の２に規定する期間内にある育児休業以外の育児休業であって、当該育児休業の承

認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算した期間）が

１か月以下である育児休業 

エ 育児短時間勤務をしている職員として在職した期間については、短縮された勤務

時間の短縮分に相当する期間 

オ 部分休業の承認を受けて勤務しなかった期間が３０日に１週間当たりの勤務時間

を３８．７５で除した割合を乗じて得た日数を超える場合には、その勤務しなかっ

た全期間（期間の計算については、部分休業を取得した合計時間数を１日の勤務時

間で除して得た数を日数とする。） 

カ 介護休暇により勤務しなかった期間から勤務を要しない日及び休日を除いた日が

３０日に１週間当たりの勤務時間を３８．７５で除した割合を乗じて得た日数を超

える場合には、その勤務しなかった全期間 

キ 介護時間の承認を受けて勤務しなかった期間が３０日に１週間当たりの勤務時間

を３８．７５で除した割合を乗じて得た日数を超える場合には、その勤務しなかっ

た全期間（期間の計算については、介護時間を取得した合計時間数を１日の勤務時

間で除して得た数を日数とする。） 

ク 配偶者同行休業をしている職員として在職した期間については、その全期間 

 (4) 基準日以前６月以内の期間において給与条例第15条の規定により給与を減額された

職員（欠勤者）の勤勉手当は、前３号の規定を適用して得た額から、その額に給与を

減額された日１日につき１８０分の１に３８．７５を１週間当たりの勤務時間で除し
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た割合を乗じて得た割合を乗じて得た額を減額した額とする。 

６ 支給日 

  期末手当及び勤勉手当の支給日は、令和５年６月３０日（金）とする。 

以 上 


